





1昭和53年8月14u,東 京都足 立区のN小 学校の警備員Y('11時42歳)
が,i司じ小学校 に勤務 していた 女性教諭A(当 時29歳)を 殺害 した。 事
実経 過は次の通 りで ある。
Yは,北 海道で 高校を 卒業後,製 缶L場 勤務,白 衛 隊入隊,刑 務所 の
看守,タ クシー運 転 手等 を経 た後,昭 和48年4月1日 以降,N小 学校 の
学 校警備}:事として勤務 していた。 また,Aは 昭和47年 以降,N小 学校
で図r科 専科教諭 と して勤務 して いた。
殺 害行為 当li,N小 学校 は夏期休 業中で あ り,Aを 含め た数名の教職
員及びYが 登校 していた。Yは,'ii日の16時 半頃,N小 学校 の1階 給 食
室 前の廊 ドにおいて,Aの 首を絞 めて殺害 した(以 下,「本件殺害行為」
とい う。 殺害に至 る経緯や動機 につ いて は認定すべ き的確 な証拠 はない と
されて いる)。Yは,こ の 口の勤務終rま で,Aの 遺 体を 毛布で くるんだ
ヒロー プで縛 り,自 己所 有の 乗川 車の トラン クに乗せて隠 し,翌15日,
その遺体をい ったん 自宅の一階 の南側 に位 置す る6畳 和室 の床 ドに遺 棄 し
たが,翌16日,そ の遺体 を再度 ビニ ール シー トで くるんだ1で ロープで
縛 り,自 宅床 ドに穴を掘 って埋 めた。
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Aの 欠勤 が続 いたた め,学 校側 や親族がAを 探す と ともに,警 察 への
捜索願 も出された。
Yの 白宅 は,Yと その 斐の 共有であ った ところ,Yは 斐とともに,本
件殺害 行為以 前か ら'r成16年7月 ドfiJ頃まで の間,そ の 自宅 にて生活 し
て いたQYは,本 件 殺害行為後,自 宅 の周囲 を,ブ ロ ック塀,ア ル ミ製
の 目隠 し,ビ ニ ール製の色つ き波 トタン,有 刺鉄線等で囲むな ど し,低 い
ところで も高 さ約1.8メー トルの仕 切 りを設 けるな どして,そ の内部の様
fを外 部か ら容 易に うかが うことがで きない状態 と した。 また,玄 関 に外
灯,サ ーチライ ト,赤外線 カメラを設置 し,自 宅の建物の南側壁llliにもサー
チライ トを設 置す るなど した。
'r成6年頃,Yの 自宅 を含 む ヒ地 が,区llhi整理31`業の 対象地 に指 定 さ
れ た。Yは,川 地 の買収 に応 じることを頑な に拒 んで いたが,周 囲の住
居の 立ち退 きが進 むi,自 宅 か らの ㍍ち退 きを余儀な くされた。そのため,
Yは,'r成16年7月 頃に,妻 が所 有す る1一地 建物 に転居す る とともに,
区 画整理'拝業に伴 う自宅 の解 体の際 に,Aの 遺体 が発 見 され るこ ともや
む な しと考え,同 年8月21日,Aの 殺害 及び隠匿行為 につ き警 察署 に出
頭 して 自首 した。警 察が7XIIした ところ,翌22目,自 宅 の床 ドか ら白骨
化 した遺体 及びAの 所持 品がILILされ,そ の後DNA鑑 定が実施 された
結 果,lld年9月29日,そ れがAの 遺 体であ ることが確 認 された。
Aの 父は,A殺 害 の約4年 後に死 亡 していた ので,Aの 損害 賠償請求
権 を相続 した 母と,父 の相続 人で ある2人 のr供(い ずれ もAの 弟)(母
な らびに2人 の弟 を,以 ド,「Xら 」 と1呼ぶ)が 原 告 とな り,Yお よびY
を雇 用 していた足 、厘五区に対 して,総 計1億8千 万円余の損害賠償 を請求 し
た。
第1審(東 京地判'i勺戊18年91]261i判i専19451/」61頁)は,足、ンニ1)くに
対す る請求 は認めず,Yに 対す る請求 のみを一一部認容 した。 まず,足 疏
区 に対す る請求 について は,足 、完区 が公務員で あるAに 対 して安 全配慮
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義 務を 負 うとい うため には,Yの 行状 等か ら,Aの 生命,身 体等 に具体
的 な危険 が生 じてい ることにつ き少な くとも認識 しうる状況 にあった こと
を要す る ところ,本 件 においてはその ような状 況 にまで至 っていた とはい
えない と した。次 に,Aに 対す る請求 につ いては,Aの 本件殺害 行為 は
不法行 為を構成 す るとしたが,そ れに基づ く損害賠償請求権 は民法724条
後段 の適川 によ り,す で に20年 の期 間が経過 してい ることか ら法 律f"i
然 に消滅 した と した。 この点,Xら は,最 高裁`1'一成10年6月1211判 決
を引川 して,724条後段 の規定 が除斥期間を定めた ものである と して も,
Y側 に信義則違 反 ない し権利 の濫川 にあた る事情が あ る場 合には,こ れ
を援川 ない し一1:張す ることはで きない と し,あ るい はIE義・公'f`一の原理か
ら,裁 判所が これを適用す ることが制限され るべ きであると一{=張していた。
これ に対 しては,最 高裁 平成元年12月21日 判決を引用 して,除 斥期間の
性質か ら,除 斥期間が経過 してい る場合には,裁 判所は'11事者のi三張がな
くと も請求権 が消滅 した もの と判断すべ きであ り,除 斥期問を適川す るこ
とが信義則 に反す る とか権利 の濫 川であ るな どのi三張は,i三張 白体失 当に
なる もの と解 され る こと,ま た,Xら が依拠す る最 高裁 平成10年 判決 は
その射程が 限定 されてお り,加 害者rl身の行為によ り権利行使が妨げ られ
て きた場合 に民法724条後段 の効果は生 じない とい う趣 旨を一般化 した も
の とい うこ とはで きず,右 判例 の射 程 は本件 には及 ばな い と して,Xら
のi三張は採 川 しなか った。 また,Xら は,除 斥期聞 の起算点 につ いて,
(1)Yの行為 は① 殺害 行為,② 遺体 を 自宅 の床 ドに埋 めた行 為(遺 体遺
棄行 為),③ 遺 体を埋 めた ヒ地 ヒで生活 を続 けた行 為(遺 体隠匿行 為)か
らなる ところ,こ れ らの各行 為は継続 した一連 の不法行為であ り,③ の行
為の終r時 か ら起 算 され るべ きであ る,あ るいは,(2)最高裁 平成16年4
月2711判決 を引用 して,除 斥期間 は,損 害が顕 在化 した時点 か ら進 行す
べ きで あ り,本 件 において はYが 自IIして遺骨 が 発ILされて初 あて損害












A殺 害の時点ですでに発生 しているから,原 則通 り,除斥期間の起算点
は加害行為である殺害行為時であると解さざるを得ないとして,い ずれも
Xら の1:張を採川 しなかった。
但 し,YがAの 遺体を隠匿 し続けた行為については,遺 族には遺骨に
対する権利が認められ,故 なく遺骨を自らの占有 ドに置いて,遺 族から故
人を弔い,偲 ぶ機会を奪う行為は,遺 族が個人に対 して有する敬愛 ・追慕
の念を侵害 し,精神的1'1痛を与えるもの として,そ れ白体としてXら に
対する不法行為を構成するものであること,ま たこのようなYの 不法行





































となくXら に相続 されるとした(第2審 判決の詳細は以 ドの判旨と1司様
67-一
のため,こ の程度の紹介 に留め る)。














日第2小 法廷判決 ・民集14巻11%,'一?094頁)。そ して,相 続人が被相続人
の死亡の事実を知らない場合は,同 法915条1項所定のいわゆる熟慮期間
が経過しないから,相続人は確定 しない。
これに対 し,民法724条後段の規定を字義通 りに解すれば,不 法行為に
より被害者が死亡したが,そ の相続人が被害者の死亡の事実を知らずに不
法行為から20年が経過 した場合は,相 続人が不法行為に基づ く損害賠償
請求権を行使する機会がないまま,右請求権は除斥期間により消滅するこ














はその事実を知ることができず,相 続人が確定 しないまま ヒ記殺害の時か
ら20年が経過 した場合において,そ の後相続人が確定 したときか ら6カ
月内に相続人がL記 殺害にかかる不法行為に基づく損害賠償請求権を行使







本件は,事 案 の猟奇性 か ら,「時効殺 人」 と して社会 の関心 を集 めた肇
件 である とともに,民 法724条後段の解釈の あ り方につ いて,改 めて検 討
を迫 るものであ る。
民 法724条は,不 法行為 に基づ く損c{tlT賠償請求権 につ いて,損 害及び加
害者を知 った ときか ら3年,不 法行 為の時か ら20年,と い う:つ の期 間
制限を置いてい る。 前者が消滅時効 であるこ とに争いはないが,後 者につ
いては これを消滅時効 と解す るか除斥期 間と解 するかを巡 って学 説が対 、8五
し,ド 級審 判決 も統一 されて いなか った ところ,最 高,i:.成元年12月21
一69一
1(判決 が,除 斥期 間説 を採 川す る と同時 に,除 斥期 間は当事者のi三張 を要
さず 裁判所 がその適 川を判断 できる ことか ら,時 効の援 川を制約す る法理
として用い られてきた信義 則や権利濫 川」法理 は,除 斥期間の適川 において
は問題 とな り得 ない との判断を示 した。 これに対 しては,そ の硬 直性か ら
学説 において激 しい批 判がな されたが,そ の後,最 高裁'r成10年6月12
日判決 は,'1`一成元年判決の示 した除斥期間の法 的性質 に対す る理解 を維持
しつ つ,「拝案の特殊性 を考慮 して,民 法158条の法意 に照 らし,724条後
段 の期間制限 の適 川を限定す る とい う判断 を示 した。 この,':.成10年判決
に対 しては,しド成 元年 判決 の 「例外」 を認めた ものであ って,そ の射程 は
きわめて狭 い もの と解す るのが 一般 的であ るが,本 判決は,,{成10年 判
決 とほぼ同 じ言い回 し ・枠紅 みを用 いなが ら,民 法160条 とい う異なる条
文を持 ち出 して724条後段 の期間制限の適 川を限定 してお り,'F成元年判
決 に新 たな例外 を付け加 える判例 となる ものである。 しか し,例 外的取 り
扱 いを認 めるこ と,そ して例外 の幅 が広 が ってい くこ とは,果 た して'F成
元年 判決 の採川 した原llllと理論 的に矛盾 しないだろ うか。例外の取 り扱 い
方法 として本判決が採川 した 「160条の法意 に照 ら し」 とい う理論構成の
是非 もさるこ となが ら,そ もそ もの出発点 として724条後段 の期間 につ き
除斥期 間説 を原則 とす る こと自体の是非 につ いて も,こ こで改 めて検証す
る価値 は ト分 にある と考える。
本稿で は,本 判決をは じめ,724条後段の20年 の法的」性質が問題 とな っ
た一連 の最 高裁判決 と,そ の判決を巡 って行われた学説 の議論 を検 討す る
こ とを通 じて,20年 の期 間制限の意味,そ して724条後段 の適 川を 否定






信義 則 ・権利濫川法理 による制限 とを結 びつ けて考えている。 そ こで,ま

























しか し,民 法 に規定 する各種の権 利行使期間の うち,ど れが時効期間で
どれが除斥期間かは必ず しも明 らかでないものが多い。 この点,立 法者は,
①民法典中 に 「時 効二因 リテ」 という文言が用いてあれ ば時効期間で あ り,
それ以 外は除斥期間である,② 短期の時効期間を定 め,そ れに続 いて 「亦
同 シ」 として長期の期間を定めている場 合,後 者の期間 も時効期 措1である
と説明 してい ることか ら,724条は2種 類の時効期間を定めた もの とす る
のが起 躯者の 、刀易だ った といわれてい る{。学 説は,民 法典施行 の初期 の
段階 では,起 草者の考えに忠実 に従い,後 段 について も消滅時 効だと解 し
ていたが,そ の後,こ れを除斥期間 と解 すべきである との説が通説 とな っ
た。 しか し,一 ノ∫で消滅 時効説 も依然 として存在 し,近 時は有ノJとな りつ
つ ある。
除 斥期間説のi三張 は次の通 りであ るli。①民 法724条の規定 は,同 条 前
段 の3年 の消滅 時効が被害者 らにおいて損害 及び1川`litI1を認識 したときか
ら起算 され,被 害 者 らがこれを知 らない限 り損害 賠償請求権 がいつ まで も
時効消滅 しないこ とになる とい う浮動 的な ものであるため,客 襯li勺・画一
的な要件によ って法 律関係を確定 する ことをll的とする ものである。②短
期 消滅 時効は,中 断を繰 り返 す ことによ り無限に延長するこ とが可能 であ
るか ら,長 期の期間制限が消滅 時効である とする と,そ の存在意義 はほと
ん どない ことになる。⑧ 長期の期問制限の1り1間中に被害者が権利行使す る
と,被 害者が損害及びIJIi害者を知 った もの としてk;1期消滅時効の適 川を受
ける ことになるか ら,こ れri体としては中断 とい うことは考え られない。
IIT断の認め られな い時効期 間 とい うのは無意味で あるQ④20年 の期間は,
(3)梅 謙 次 郎 「民 法 要 義 総 則 篇 」(1992)326頁,同1一民 法 要 義 巻 之 モ債 権 篇 」
(1992)90ガエQ
(4}各 説 の 詳 細 に つ き,河 野 信 夫 ・最 高 裁 判1ダll解説 」民`1`篇bl勺戊 一・年 度(1991)




通常の債権の消滅時効の期間よりかな り長期の ものとなってお り,その ヒ
さらに中断を認めて期間のllll長を許す結果となることは,権利の不安定状
態に終止符を打ち,法律関係を確定させるという民法724条後段の趣旨に
合致 しない。⑤不法行為に基づ く損害賠償債権は,契約Lの 債権とは異な
り,その成否が一般条項的な要件の充足にかか り,具体的な金額 も'L撚に
は定まっていない以 ヒ,権利行使をするか否かが被害者の感情に左右され








































最 高裁は,既 に昭和54年 に は,農 地 の違法 な買収 に関す る国賠1=ii(J求訴
訟 において,民 法724条後段 の期間を除斥期間 と解 した原判決の判断を格
別 の理 由を付す ることな く是認 していた5。 しか しなが ら,右 判決 が例文
判決で あったためか,先 例 として ト分 に尊 弔され てお らず,そ の後 の ド級
(5)最 判 昭 和54年3)115日 裁 民126号24頁 。
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(6)東 京 地 判 昭 和56年9月28U判B拝1017}}34頁q1本 化1:ク ロ ム 労 災 訴
訟),名 占 屋 地 判lli和60年10月31目 判 時1175;;一`3頁・大 阪 地 判 昭 和62
年9月30日 判 事1255}}45頁(い ず れ もf防 接 種 ワ クチ ン禍 訴 訟),,
(7),i:.成元 年 判 決 の 評 釈 と し て は,以 ドの も の が あ る,,半 田 占信 ・民 商103
巻1}ナ(1990)131頁,内 池 慶 四 郎 ・私 法 判 例 「ワマ ー ク ス2Tナ(1991)78
r工,7ロ∫里f{r㌃ノに ・法 曹H芋幸侵43巻7}ナ(1991)111i'1,争息本f申 ・●半llH芋1394}}
(1991)88頁,大村 敦 志 ・法 協108巻12}}(1991)210頁,松 本 克 美 ・ ジ ュ
リ959}}(1990)109頁,松 久 こ四 郎 ・ ジ ュ リ臨 増957fltj(1990)83頁,
河 野lll夫・前 掲 注(4)600頁,飯 村 敏 明 ・判 夕790号(1992)98頁 ほ か 。
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法律 関係 を確定 させ るため請求権の存続期間を画一・的 に定めた もの と解す
るのが相 当であ るか らであ る」 と して,原 告の損害賠償請求権は,す でに
20年の期間が経過 した時点 で法律L当 然に消滅 した ことにな ると した。
そのL一で,「このような場 合には,裁 判所 は,除 斥期 間の性質 にかんがみ,
本件請求 権が除斥期間の経過 によ り消滅 した 旨の1:張がな くて も,右 期間
の経過 によ り本件請求権が消滅 した ものと判断すべきであ り,し たが って,
被 ヒ告人 らのi三張 に係 る信義 則違 反または権利濫用のi三張は,is張白体失
当であ」 る とした。
この判決 によれば,724条後段期 間につ き,「不法 行為 を巡 る法律関係
の速やか な確定」 の要請 と,そ の帰結 としての 「請求権 の存続期 間を画一
的 に定 めた もの」 とい う制度理解か ら導 き出される ところの 「当該期 間は
除斥期間で ある」 とい う命題 を出発点 として,信 義則違反 ・権利濫用 の排
除 に至 る議論 は次 のよ うに演繹 され る。す なわち,存 続期間が経過すれ ば
請求権 は当然 に消滅す るが,そ れ は裁判所が職権 で判断すべ き事項で あ っ
て 当事者の 主張=援 用 は必 要ない。一 ノ∫で,こ れ まで時効で問題 にな った
ような 「援川権の濫川」 とい う問題の 立て 方をす ると,援 川が問題 とな ら
ない除斥期間の場合 には,一一方'i屑堵 が期間経過 を抗弁 と してi三張す るこ
とを捉えて,こ れを信義則違反 ・権利濫川 とす ることはで きな くな る。,,i
'1}のi三張 とは別 に裁判所が除斥期間の規定 を適川す るというわ けで ある
か ら,権 利 主張の是非 に係 る'且得事者の行為態、様 は考慮の外 に置かれ ること
にな るか らであ る。 この ように,'r成元年判決は,724条後段期間の性質
論か ら出発 して信義則違反 ・権利濫川問題の排除 という結論 を導 き出 した
のであ る。
しか しなが ら,こ の判決の論理によれば,原 告の側に権利行使Lの 困難
があろ うが,被 告の側に原'tの権利行使を困難にす るどのよ うな 露拝情 があ
ろ うが,不 法 行為の時か ら20年 を経過 すれば損害賠 償請求権 は1'1動的に















決 と同 じ予防接種禍 事件で,大 阪高判'F成6年3月16日判時1500fl!」15
頁は,民法158条の類推により除斥期間の満rの 停tl:を認めている。また,



































(8)bF成10年 判 決 の 訓三釈 と して は,松 本 克 美 ・法 時870巻11}ナq998)91
頁,占 村 良 一・・法 教219}}(1998)51頁,橋 本 恭 宏 ・金 商1057[11」(1999)
541'i>半川 、藍ボ信 ・判 時1661シ}(1999)87Sll1内田 博 久 ・法 律 の ひ ろ ば52
巻9}ナ(1999)56頁,松 村 弓 彦 ・NBL674号(1999)691`i,大塚 直 ・ジ ュ
リ臨 増1157号(1999)82頁,春H通 良 ・前掲 注(4)56:3頁ほ か。
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民法724条後段の適用制限について
がで きな いまま,右 請求権 が消滅 す ることとな る。」「しか し,こ れ によれ
ば,そ の心神喪 失の常況 が当該不法 行為に起因す る場合であ って も,被 害
者は,お よそ権利 行使が不 可能 であ るの に,単 に20年 の経過 によ って損
害賠償義務を免れ る結 果 とな り,著 しくiE義・公平 の理 念に反す るもの と
ぼわ ざるを得な い。 そ うす る と,少 な くとも右のよ うな場 合 にあ っては,
当該被害者を保護す る必 要がある ことは,前 記時効の場 合 と同様であ り,
その限度で民法724条後段 の効果を制限す ることは条理 に もかな うとい う
べ きで あ る。」 「したが って,不 法行為の被害 者が不法行為 の時か ら20年
を経過す る前6カ 月内において右不法 行為を原因 と して心 神喪失の常況 に
あ るの に法定代理 人を有 しなか った場 合において,そ の後 当該被害者が禁
治産宣告を受 け,後 見人に就職 した者がその時か ら6カ 月内 に右損害賠償
請求権を行使 した など特段 の事情 がある ときは,民 法158条の法意 に照 ら
し,同 条724条後段の効 果は生 じない もの と解す るのが相 当であ る。」
この よ うに,'ド成10年 判決 は,斗乙成 元年判決 の枠組 みを 前提 としつつ
も,「i[:義・公}%の理念」 か ら,除 斥期間の適用例外を認めた もので あ り,
,(_成元年判決の画一的で硬 直的 な論理 に一石 を投 じる もの として,学 説で
は高 く評 価 され てい る。 しか しなが ら,}ド成10年 判決 は,一 般 的に724
条後段の除斥期間 に158条の1時効 の停[Lを類推適 用でき るか否かについて
検討 して これを認 めたのではな く,原ffが20年 経過時 に心 神喪 失の常 況
にあ り,し か もその心神喪失の常況が'11該不法行為 に起 因する場 合におい
て724条後段を適用す ることが 　1:k・公 平の理念 に反す るか ら,こ のよ う
な原告に 「限 って」例外を認 めた ものであ って,そ れ以外 の場 合について
724条後段の適川 の例外 が認め られ るか については 、汲 して いない。 その
意味で は,'F成10年 判決 の射 程は きわめて狭 い ものであ ると解 されてい
る ㌔







































て,そ れについて時効説に　%った ヒで民法1条 の宣言する信義誠実ないし
権利濫川の禁止の法理に依拠するか,あ るいは河合裁判官の見解のように,
不法行為制度の目的 ・理念か ら権利行使は遮断されないものと考えるかは,





念か ら724条後段の適川が否定 されるとするものであるが,こ れと類似の
指摘は既に'F成元年判決の評釈にもみられだm。






質の許す限 り時効に関す る規定 を準用することが許容 されるべ きであ り,
信義則違反を理 由とする援川の制限 についても準川が肯定 されるべ きであ
るとする。
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す る。 また,724条の淵源 とな っている ドイツにお いて は,除 斥 期間の意
義 と目的に反 しない限 りで,消 滅時効の抗弁 に対す る 「許 されな い権利行
使 の抗 弁の原則」 が除斥期間 にも適川 されてお り,除 斥期間の職権 による
判断 とい うことが,何 ら濫用論を排除す る論拠 とはされて いな いことも指
摘 す るU。 また,大 村敦 志教授 は,724条後段期 間を除斥期間 と解す るこ
とか ら信義則違反 ・権利濫用の不問 という帰結が必然的 に導かれ るわ けで
はない と して,次 の ように指摘す る12。まず,除 斥期間 に援用が 不要で あ
ると して も,だ か らといって直 ちにその点 につ き裁判所 は職権で判断すべ
きとい うことにはな らず,当 事者による期間経過 の1.張は必 要で あると解
すべ きであ り,そ の}張 が信義則違反 ・権利濫川 にあたる場合 には,そ の
1三張 を制限すべ きで ある とす る。 そ して,「あ る規範の適 用に際 し,一 定
の 事情が ある場合 には,そ の規定 の適川 を認 めるべ きではないという裁 判
官の客観的 な判断 に際 して も,Iri則 ・権 利濫 用の理念 に訴 えることが"∫
能で ある し,ま た現 にそ うされ ているとい う考え方……によれば,本 件 の
場合,裁 判所が職権 で民法724条後段 の適 川のniiを判断 する として も,
その際 に,信 義則 ・権 利濫 川を理 山にこれを適 用 しない,す なわち,民 法
724条後段 は一定 の場合には適用 され ないのだ とい う解釈(縮 小解釈)を
す るこ ともあ りうるとい うこ とにな る(た とえ ば,民 法177条,612条な
どの例 を 見よ)。 ……以1の よ うに,1.則 ・権 利濫 用は,あ る規定 の
「適用」 の次元 と 「解釈」 の次元で 発動"∫能であ るとftえる(前 者は 「具
(ll)松本 ・前掲注(8)・111頁によれば,権 利行使の抗弁の原則は,た とえば,
義務者が除斥期間に依拠す るつ もりがないという外観を惹起 した場合や,
除斥期間経過 前にたびたび住所を変更 して権利行使を妨害 した場合,賠 償
義務を否定後,次 に請求 を承認 して,さ らに請求権を`frっているうちに除





体的=k観 的」「規範外在的=付 加的」であるのに対 し,後者は 「抽象的=
客観的」「規範内在的=包 接的」であるといえる)。これを信義則 ・権利濫




れる。」として,職 権判断のレベルで も信義則 ・権利濫川法理 は機能 しう
るとする。



















効援川を信義 則や権利1監用で排 斥するの は,イ,瀬作 出型や妨害型のように,
権利 者の権利 不行使へ の義務 者の関r-1一が認め られる場 合に限 って例 外的に
認 め られ るべ きである とす る説が有力であるが111,IJで,そのよ うな場
合に限定せず,f固別具体 的な事情 の考 量を通 じて,い かに も当事者間の公
'rに反 し,不iE義 と感 じられ る場合には広 く信義 則 による時効援 用の制限
を 肯定 してい くべ きであ るとす る説 もi三張 されてい る嚇。 この点,除 斥期
間説に よれ ば,724条後段 の効 果、は,権 利の性質や公 益 ヒの必 要か ら客観
的画一一tt勺かつ絶 対的 に生ず るもの と解 されてお り,と りわ け画一・性の要請
が強 く働 くといえ るか ら,そ の適川を否定す るべ きか どうか は時効の援用
を否定 す る場合以 ヒに厳格 に考えな ければな らな い。 したが って,権 利者
の権利不行使へ の義 務者の関 与が認め られ る場 合に限 って,724条後段の
適 川が否定 され ると解す るべ きで ある。
ヒ記 の基準を踏 まえ て,改 めて'r成元年判決 な らびに'1'成10年判決 を
検証 してみ よ う。 まず,724条後段 の適 用 を否定 した'r成10年判決の場
合,確 か に,原 告の権利不行使 の原 因たる心神 喪失の常況 を,r防 接種 を
実施 した国が 自 ら作 出 したとい う意味 では,権 利者の権 利不行使 の原 因に
義務 者の関 与が あ った と もいえ るが,こ こで は1.記の 「信頼作 出型」 や
「妨害型」 に現れて いるよ うな意味 での被告の行為 の背 信性 は認 あ られな
い。 む しろ,被 告が国である こと,'11時はr防 接 種が法に基づいて行われ
る強制接種 であ った ことか ら,国 による被害者救 済の必 要性 が 重視 され,
U4)1人JfL●1}i∫非局2i三(7)・17∫{
(15)松本 ・前掲注(8)・94頁。松本は,権 利不行使につ き「権利の ヒに眠る者」
との評価が妥.,,1せず,義 務の不履行が明白で時の経過 による「攻撃防禦 ・採
証 ヒの1木1難」がな く,権 利の性質や加害者 と被害者の関係な どか ら,時 の経




結 果 として724条後段の適川を否定す る判断 に傾 いた もの と考え られる。
この よ うに,724条後段 の適用 を制 限す るに あた って は,加 害 者の地位
(国で ある)と い うことが結論 を左右す る一 つの弔 要な要素にな ることに
注意 が必 要であ る。 同様 に,'杓或元年判決 も被 告は国である。 しか しなが
ら,'F成元年判決の 事案 は,事 故後 に警察 が作成 した被害 調査 、玉}に,国の
貞任 を回避す るような虚偽の内容 の記載がな されたという事実が認め られ,
このよ うな妨害行為 によ り,原 告の権 利行使 が実 際に妨げ られた ともいえ
る事案で あるこ とか ら,1:記の 基準 によ って も,724条後段 の適 川が否定
され る可能性 は大 きい。 もっと も,調t.riの内容 か ら国にiく 責任がない
とい うことが明 らか に読み取 れるよ うな もの ともいいきれず,実 際に警察
官が参画 したのな らば,そ れ は公務 の遂 行であ りその責任を免れないはず
であるか ら,責 任の所在 は必 ず しも不明にな っていないともいえ るのであ っ
て,こ の 事実 だ けでは必 ず しも決 あ手 にな らない と もいえ るであ ろう。
724条後段の適川 を否定 す るため に考慮 され るべ き要素と しては,こ こで
もや は り,虚 偽の被害調査 書を作成 して原告の権利行使を妨害 したのが他
な らぬ国で あった ことが非常 に 重要である。 これ らの事情に加えて,原 告
が法律的知識 に乏 しい一介の農民 であ り,経 済的に行き詰 まっていた こと,
原告の受 けた被害が 甚大で あるこ とも,724条後段の適川 否定 をIE当化す
る'拝情 とな るもの と考えるIf。
3.本判決の位置づけと評価
本判決は,724条後段期問の法rlく」性質につき除斥期間説に立ち,期間経





ず,相 続 人が確 定 しな いまま ヒ記殺害の時 か ら20年 が経過 した場合」 に
限 り,「民法160条の法意 に照 らし,i司法724条後段 の効果は生 じない も
の と解す るのが相 当である」 と して,724条後段の適用例外 につ ききわめ
て限定的 な解 釈を とって いる。 その論理展 開や111id遣いは{%成10年判決
その ものであ り,そ の意味で,従 来の判例の流れに沿 った判決であ るとい
えよ う。 そ して,本 判決の特 徴は,724条後段の適用を 否定す る論拠 とし
て160条の法 意が引かれてい ることにあ るが,こ の点について も,停il:の
規定が除斥期間に も類推適川 され るとする説が有力であることか らすれ ば,
'F成10年判決が示 した158条以外 の停ILに関す る条 文について も,そ の
法意 に照 らして724条後段適 用の例外 とな りうる ことは,ア 想 の範囲内で
あ った といえるQ
私は,本 判決 が724条後段 の適 川を否定 した結 論 自体には賛成す るが,
その結論 に至る理 論構成には疑問を覚 え る。以 ド,そ の理 由を述 べる。
まず,本 判決 が前提 として述 べている721条後段期 間の法 的性質 につ い
ては,河 合裁判官 が指摘 す るよ うに,こ の種の問題 を考えるにあた って,
除斥期間説に 疏つか消滅時効説に ㍍つかは本質的な問題 ではない と考える。
消滅時効説 に 、'五った場 合には,信 義 則違 反や権 利濫 川 とい った既 に確 、γし
た 予法 によ って,被 告によ る消滅時効の援 川を否定 し,請 求権 を存続せ し
める ことがで きるが,除 斥期間説に 、γった場 合であ って も,そ こか ら請求
権 の消滅が必 然的 に演繹 されるわけではな く,724条後段を適川 して除 斥
期 間の制度趣 旨を貫徹 す ることが 当該 事案 におけ る具体 的 正義 や公'ドにIi
しく反 す る場合 には,724条後段 の機械 的適 川は避 け られな けれ ばな らな
いこ とはい うまで もないか らであ る。 もっとも,'F成元II.判決 が除 斥期間
説 によることを明 、ぞして以 来,ド 級審 裁判所が この解釈論 に従 った運川を
行 って いる現状で は,最 高裁の 判例変 更によ り消滅時効説を採川す ること
は実務の混乱を招 きかね ない。 いずれの 疏場 によって も同 じ帰結を導 き出


















を長 く不確定の状況に置 くことは,加 害者と1_1される者が長期間経過後に
反証資料を失うこともあり得るので,加 害者の利益保護との関係で問題が
あるといえ,こ こで画一牲 の要請が働 くことは否定できない。また,一般







いうべきであろう。先にも述べたように,本 判決の結論を導 く ヒで,724
条後段期間の法的性質は本質的問題ではないので,こ の問題についてこれ
87一
以 ヒ踏 み込 まないが,学 説 ヒ,消 滅時効説が有ノJにな っているという現状,
そ して近年,時 効制度の 見ll董〔しが行 われた欧州諸国において,724条と1司
様のT:の 期間制限を設 ける場合 において,長 期の期間 につ いて はいずれ
も 「時効」 とす る制度が設 け られて いるという事実 を踏 まえi71,債権法の
改 　1:1`1=においては,724条後段規定を除斥期 間 と解する ことの是非を改
めて検証す る必 要性を強 く感 じる。
724条後段期間 を除 斥期間 と解す る本判決の 出発点 を是認する と して,
次 に問題 とな るのが724条後段適川の制限法理で ある。本判決で は,「160
条の法意 に照 らし」724条後段 の適川を否定す る。 また,本 判決が引川す
る'F成10年判決 も 「158条の法意 に照 ら し」 とい う類似 のf一い回 しで1司
じ結論を導 き川 して いる。そ もそ も158条な らびに160条に定め る停il:の
規定の趣 旨は,時 効完成時 に行為無能力 者に法定代理 人がいなか った場合
や相続人が確定 して いなか った場合 には,時 効中断の機会を逸 し,そ の結
果 と して権利行使で きな いうちに権利が消滅 して しまうとい う不都合を1ロ1
避す ることにあ るとされ る。そ こで ゜Ti視されて いるのは 「権利行使が実質
的 に期待で きるか どうか」 という要素であ って,724条後段 の適 川例外の
要件論 と して先 に示 した 「権利 者の権利不行使への義務 者の関 与」 とい う
要素を,停 止に関す る両規定 の趣 旨か ら読み取 ることは難 しい。 ところが,
「権 利行使 の期待 不"∫育旨性」 とい う要素のみを もって,724条後段適 用の
制限法理 と しての 「160条の法 意」を捉え た場 合,例 えば交通`拝故によ り
死 亡 した被害 者が身元不 明 と して処理 されたが,20年 経過 後 に身 元が判
明 した ような場合 に も,そ の相続人 には本判決 と同様,権 利行使の期待 可
能性がないので あるか ら,160条の法意によ り,724条後段 の適 川を免れ,
(17)消滅 時 効 法 の 改iEに つ い て は,昨 年 の1!本 私 法 学 会 に お け る シ ン ポ ジ ウ




損rt賠償請求権を行f吏しうることになる 帥。 しか し,本 判決 の慎 重なC1い
回 しか らその射程を きわめて限定 しようとす る最 高裁の意図 は明 らか であ
るか ら,最 高裁が この ような場合 にまで724条後段の適用 を制限 しよ うと
した とは,と うてい思えない。
もっと も,「160条の法意」 とい うだ けでは,判 決 の射 程が広 が る恐れ
があ るという批判 は,「158条の法意」 とい った'r成10年判決に も同 じく
妥当する。 しか しなが ら,不 法行為時か ら20年 間心神 喪失の常 況が続 き,
その除斥期間満r前6力 刀内において法定代理人が付 されて いな いケース
とい うのは,実 際 ヒはまれ といえ,幼 少時 に接種がな され ることが 多 く,
その後被害 者が成 人 し,こ れ と近接 して20年 の除斥期間が満rす る とい
う本件 のよ うなf防 接 種禍の`拝案以 外に,こ う した 要件を満たす 事案は考
え に くい。 少な くと も平成10年 判決 の'1`案に関 しては,「158条の法意」
に照 らして結論 を導 き出 した として も,判 決の射 程が広が る恐 れはほ とん
ど考え られなか った といえ る。 こう した 事情 か ら,平 成10年 判決 の判断
枠組み を本判決 の事案 にそのまま採 用する ことが,判 決の射 稚に問題を生
ぜ しめ るとい うことが,卜 分に認識 されていなか ったので はないか。 また,
先 に述べた ように,'ド成10年 判決が,「権 利者の権 利不行使 への義 務者の
関r-J・」 とい う要件を満た して いないに もかかわ らず,724条後段 の適 用を
否定 した結論が妥 当であ ると思われ るの は,国 による被害 者救済 という特
別な考慮が働いていたか らで ある。 しか しなが ら,本 判決 は,被 告が国 で
はな く,そ の意味 での特別 な考慮 が働か ない 事案 であ るこ とか ら,'r成
10年判決 と同 じ論理 を展1}封す るだけでは,724条後段適川 の否定 という帰
結 を正当化するの に ト分であ るとはいえない。損害賠償請求権の存続を図っ
た本判決の帰結がd義 や公'rに資す ると思 われ るのは,被 告自 らが殺 人の
隠蔽 ・発覚防 止1二作を行い,さ らには区画整理'1}がスムーズに進行 して
(18)カIlilk邪fイ言 ・半ll夕1284}ナ(2009)87頁 。
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いれ ば,除 斥期間満 了前に遺体が発 見され るはず であ ったところ,被 告が
10年間 、γち退 きを拒 み,そ の結 果 と して遺 体の 発見が遅れ た とい う事情
が認 あ られるか らであ る。 こ うした被 告の行動 の背信性が,724条後段 の
適用例外 を考え る ヒでの重要な判断 要素となっている点 を見逃 してはな ら
な い。 本判決 の結 論 を説得的な ものにす るためには,「160条の法 意」 に
よるだ けでは足 りず,被 告の行動 の背信性 とい う要素を,724条後段の適
用例外を判断す るにあたっての基準 と して明示的 に取 り込 む必 要が あった
のではないか。
さらに,「160条の法意」 構成 には,相 続 の対象 となる権利 につ いて し
か用い ることがで きない とい う難点 もあ る。本判決 は,右 の構成 によ り,
被 害者の損害賠償請求権 について は消滅 して いな いと したが,遺 族固 有の
損 害賠償 請求権 については原則通 り消滅 した と判示 してい る。L述 した よ
うに,本 判決の帰結 が,被 告の行 った隠蔽 ・発覚防 止1:作に対す る非難 可
能性 によ り　r-一.当化 され るのだ とすれば,被 害者 自身の損害賠償請求権のみ
な らず,遺 族 固有の損 害賠償請求権について も,こ れを724条後段 に より
遮断 し,被 害者の死亡を もた ら した加害 者が損害賠償義務 を免れ ることは,
同 じく著 しくil・ 公}%の理念 に反す ると言え るのではないだろ うか。
このよ うに,160条の法意か らは,本 件の ような'拝案 において724条後
段 の適川 を否定す る とい う具体的帰結 をIE当化す るための根拠 として 重要
な 「権利 者の権 利不行使 への義務 者の関 与」 とい う要件を導 きiiiすことは
で きない。 そ して,こ の要件 の中で考慮すべ き`‡事情 は,義 務者が権 利者の
権利不行使 を直接 的 ・間接 的にできな くさせておいて,後 で除斥期 間の 主
張 をす るとい ったよ うな義務者の行為態様 の背信性 であ り,こ れはまさに,
信義則違反 ・権利濫用論 において考慮 され る要素その もので ある。 その意
味で,158条や160条によ らず,724条後段 の職 権 による適 川の.,t;を判
断す るにあた って,信 義則 ・権利濫川法月1を直接適川 して,当 該 事案 にお
け る具体的ll義や公'rにかな った結論を導 くべ きであ った と考え る。
yo‐
民法724条後段の適川制限について
しか しなが ら,こ の ように考えた場 合であ って も,724条後段 の法 的性 質
につ き'ド成元年判決 の 立場 を前提 とする限 り,そ の適 川例外は限定的に解
され るべ きで あ り,,F;成10年判決 な らび に本判 決が,あ えて158条 や
160条によるこ とでその射程を限定 しよ うとした意図を無視 してはな らな
い。 その 歯IE:めと して 重要になるのが,先 に示 した適 川例外の要件論であ
る。「権利 者の権 利不行使へ の義務 者の関 与」 が重 要な要件 となることは
明 らかで あるが,そ の他 にいかなる要素を考慮す べきであるのかについて
は,時 効の援用制限 に関す る判例 の分析 を通 じて,さ らなる具体化を図る
事は可能で あろう。 しか しなが ら,f._成元年 判決 の解釈論 を適 川するこ と
で 著 しく正義 ・公 平に反す る結 果となる事案 は僅か であ り,判 例の集積 は
蝦めない。仮 に一・定の基準 を定 立す ることが可能 であると して も,き わめ
て例外的な場合で あるか らこそ,ア ドホ ックで柔軟な解決 が求 め られるの
であ って,基 準を定 立す ることで それが叶わ な くなるのは望ま しくない。
事案 ごとにその判断の是非が検証 され ていか なけれ ばな らない性質 の もの
であ って,そ もそ も類型化 にはな じまないと考え る。
なお,本 判決 の法律構 成 と して,Xら が第1審 に おいてi三張 して いた
よ うに,除 斥期間は損害が顕在化 した時点か ら進行すべ きで あ り,本 件 に
おいて はYが 自首 して遺 骨が 発見 されて初 めて損害 が顕 在化 した といえ
るか ら,そ の時点が起算点 とな るとの解釈論を採用す る方が よか ったので
はないか との指摘 がな されてい るので 　,,この点 も検討 してみ よう。加害
行為か ら時 間が経 った後に損書が発生す る潜在性 ・遅発性 の不法行為 につ
いて は,す でに,筑 豊 じん肺訴訟 の最高 裁'F成16年4月27it判 決民 集
58巻4}ナ1034頁が,そ して,そ の2年 後 に出され たB型 肝 炎訴訟の最 高
裁'r成18年6月16日 判決民集60巻5tjl997頁が,724条後段の除斥期
間につ き,「'[～該損 害の全部 または一部が発生 した ときか ら進行す る」 と
(19)(}{q1宏2台・ 半IL言'li602,}(2009)13r工。
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判示 してお り,724条後段期間の起算点についても,損害発ノk時説を採 る
ことを明らかにしている。 この基準を本件に当てはめてみた場合,本 件に









何を問題 とする724条前段の起算点と同 じになって しまい,こ れとは別に
724条後段を定めた意味が失われてしまう。724条後段は,や はり被害者
の認識を問わず,不法行為という客観的基準時を起算点とする趣旨である
と解するべきであろう。その意味で,右 の 二つの判例は,潜 在性 ・遅発性
の損害につき 「例外」的に損害 「発生」時を724条後段期間の起算点 とし
た ものであって,権利行使可能性を一般的に起算点 とするものと解するこ
とはできず,し たが って,Xら が}三張するように,Yが 自首して遺骨が
発見され損害が顕在化 した時点をもって724条後段期間の起算点 とするこ
とはできないと考える。また,本件殺害行為を,単一の不法行為と捉えず
に,そ の後に行われた遺体遺棄行為,遺 体隠匿行為と一体の継続的不法行
為と捉えれば,継 続的不法行為の終r時 である遺体発見uを起算点とする
ことも可能であるように思われるが,こ の点 も,殺害行為と遺体隠匿行為
は,法 益侵害の性質及び程度が大きく異なり,これを一体的に評佃iするこ
とはできないとした第1審 の判断はもっともであり,遺体発見時を起算点
とすることは難 しいと考える。
一92一
